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公明党 離島振興ビジョン 2013

平成 25年 6月 18 日

公 明 党 代 表 山口那津男
同離島振興対策本部長 遠山 清彦
同 本 部事務局長 山本 博司

はじめに

わが国は、7,000 近くの島々からなる世界有数の島嶼国家であり、それら離島

の存在により、447 万 k ㎡という世界第６位の排他的経済水域面積を誇る海洋

大国となっている。近年、わが国周辺の海域保全・管理の重要性が認識され、

海洋資源・エネルギー開発への期待も高まる中、離島の果たす国家的･国民的

役割は、ますますその重要度を増してきている。

これまで離島では、各種基盤整備の推進や産業立地の促進、交通の確保･改善

などさまざまな振興策が図られてきた。しかし、本土の条件不利地域と比べて

も人口減少や高齢化が急速に進み、航路・航空路にかかる高額な交通コスト負

担など、離島は今なお多くの問題を抱えている。

日本復帰後５年ごとに改正・延長がなされ、住民定住と産業振興の根拠となっ

ている奄美群島振興開発特別措置法および小笠原諸島振興開発特別措置法は、

2013 度末でその期限を迎えるが、これらの島々はまさに国益に直結する多くの

役割を担っていることから、振興に対する国等の責任の明確化や定住策の戦略

的な促進、防災対策の徹底強化など、中長期的な視点に立った法の抜本改正が

求められている。

また、公明党が改正骨子案をとりまとめ、2012 年 6 月に改正･延長が図られた

離島振興法は、2013 年 4月から施行されたものの、地元発案型ソフト施策推進

のために創設された離島活性化交付金の拡充をはじめ、離島特区制度の実現な

ど、その画期的な内容に魂を込める作業が依然として残されている。

公明党離島振興対策本部では、今日まで全国各地の離島を積極的に視察･調査

し、住民の方々の声を丹念に汲み上げてきた。それらの要望をもとに、「公明

党離島振興ビジョン」を 2010 年から提言してきたが、このたび真の離島定住

政策の実現に向けた「公明党離島振興ビジョン 2013」を新たにとりまとめるに

至った。当ビジョンをもとに、奄美群島振興開発特別措置法および小笠原諸島

振興開発特別措置法の抜本改正および必要な予算の確保、改正離島振興法にも

とづく諸施策のさらなる拡充を強く望むものである。

以下、ビジョンの内容を示す。
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I.奄美群島振興開発特別措置法について

■法律の延長

・5年間延長する

ただし、10年後の奄美を想定した振興戦略を策定すること

■法律の対象地域

・現行法と同じ（鹿児島県奄美市及び大島郡の区域）

■改正事項

１.国および鹿児島県の責務の明確化（第１条関連）

・平成 25年 4月 1日施行の改正離島振興法の基本理念に準じ、同法に基づく

振興対策実施地域と同様に国家的役割および国民的役割を果たしている奄

美群島の位置づけを明確化し、その振興について、国および鹿児島県の責

務を明確化する。

2.定住促進の明記（第１条関連）

・平成 25年 4月 1日施行の改正離島振興法の目的規定にあるように、人口減

少ならびに少子高齢化に直面している奄美群島の定住促進を図ることを明

記する。

3.所管（主務）大臣の増加（第２条関連）

・平成 25年 4月 1日施行の改正離島振興法と同様に、奄美群島振興開発の所

管大臣を現行の国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣に加え、厚生労

働大臣、文部科学大臣、経済産業大臣、環境大臣の 4 大臣も所管大臣とし

て法定し、その基本方針策定に責任を持たせる。

4.基本方針への追加事項（第２条関連）

・人の往来及び物資の流通（廃棄物の運搬を含む。以下同じ。）に要する費用

の低廉化に関する事項

・雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進に関する基本的な事項」

・妊婦の健康診査及び出産に必要な医療を受ける機会を確保するための支援

・「医療の確保」（既存）および医師の確保に関する基本的事項

・介護サービスの確保等に関する基本的事項

・子どもの修学の機会を確保するための支援

・世界自然遺産登録へ向けた自然環境の保全及び再生に関する事項



NEW KOMEITO
離島振興対策本部

[3]

・再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策に関する基本的な事項

・水害、風害、地震災害、津波による被害、台風および集中豪雨による被害

その他の災害を防除するために必要な国土保全施設等の整備その他の防災

対策に関する基本的な事項

5.振興開発計画への追加事項（第３条関連）

・前項の基本方針への追加事項と同様の内容を追加すること。

6.奄美群島における医師の確保について、国および鹿児島県の努力規定・配慮

規定を「確保するための必要な措置を講じなければならない」規定に強化（第

６条の３関連）

7.奄美振興戦略交付金制度（仮称）の新設を検討

・奄美群島の振興を戦略的に推進することに資すると認められる事業（非公

共）に対し、国および鹿児島県から交付金または補助金を交付する制度の

創設

8.交通の確保等に人流･物流コストの低廉化に関する措置を明記（第６条の４

関連）

【航空運賃軽減】

・奄美群島の各島を発着する鹿児島県内の航空路線に対して、離島住民を対

象に航空運賃を軽減する（負担割合：国８０％、地方２０％：７.３億円）。

【航路運賃軽減】

・奄美群島の各島を発着する航路（鹿児島～奄美～沖縄、鹿児島～喜界～知

名）に対して、離島住民を対象に航路運賃を軽減する（負担割合：国８０％、

地方２０％：３.５億円）。

【農林水産物輸送コスト支援】

・農林水産物を島外出荷する際の海上輸送費相当額を補助する（負担割合：

国８０％、地方２０％：９.８億円）。

9.農林水産業の振興への追加事項（第６条の５関連）

・耕作放棄地等、農地の集積と再活用についての適切な配慮

・農林水産業の 6次産業化推進への適切な配慮

・農家･農村世帯の所得倍増への適切な配慮

・新規就農者支援等への適切な配慮
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10.高齢者の福祉の増進への「介護サービスの確保」に関する配慮規定の追加

（第６条の８関連）

・介護サービス基盤の整備

・本土とのサービス格差是正

・介護従事者の確保

11.世界自然遺産登録へ向けた努力規定の新設（第６条関連）

12.保育サービスの拡充に関する規定の新設（第６条関連）

13.奄美群島地域の小中学校維持に資する「島留学」･「親子留学」制度への支

援拡充を明記（第６条関連）

14.離島特区制度創設時に奄美群島にも適用する旨の規定を置く（附則関連）

・改正離島振興法に基づいた離島特区制度に関する法整備が行われた後は、

奄美群島地域にも適用されることを附則に明記する。

・奄美独自の特区制度要望事項としては、「外国人医師による医療行為特区」

や「介護保険制度の住所地特例を利用した島外要介護者の受け入れ」など

がある。

15.「独立行政法人奄美群島振興開発基金」については、現行通り維持（第４

章関連）

・同基金の信用保証料率引き下げを検討

■その他の事項

1.奄美群島自治体の行財政基盤強化

・公共・非公共をあわせた国の一定予算総額（平成 21年度当初予算では約 290

億円）の継続確保と、地域の実情に即した公共事業･非公共事業の総合的か

つバランスのよい推進を図る

・奄美群島の特殊事情を反映した地方交付税の算定（算定基準の見直し）な

ど、財政措置を拡充する

・産業の振興を図るための税制優遇

2.公共用地の取得の迅速化に関する必要な支援措置
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3.マツクイムシ、アリモドキゾウムシ等の病害虫による被害支援対策の強化

4.携帯電話の不通地域の早期解消および奄美群島全体の光ファイバー網整備

の促進

5.奄美群島地域における障がい者教育体制の強化

6.奄美群島地域への大学等高等教育機関の誘致について検討
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II.小笠原諸島振興開発特別措置法について

■法律の延長

・5年間延長する

■法律の対象地域

・現行法と同じ（小笠原諸島）

■主務大臣

・現行法と同様に、国土交通大臣とする

■改正事項

1.小笠原諸島の国家的役割を明記

・小笠原諸島の存在により、日本の排他的経済水域（EEZ） の約 3 割が確保

されており、同地域の定住維持及び促進が国益に大きく資することを目的

規定に明記する。

2．「支援措置」への追加事項

・南海トラフ等の巨大地震発生時に小笠原諸島に甚大な被害が生じる可能性

に鑑み、支援措置の項目に「防災対策の強化についての配慮」を追加する。

■その他の事項

1．小笠原諸島への唯一の交通手段である定期船の更新事業に対する配慮

2．航空路開設の検討

3．世界自然遺産としての環境を維持保全するために必要な財政上の措置の確保

4．農林水産業の 6次産業化の推進、担い手支援事業の拡充を検討

5．海上保安庁の体制強化の検討

6．硫黄島の遺骨収集事業への支援継続
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III. 離島振興重点施策・予算措置要望事項

1.離島自治体の行財政基盤強化（財政・税制措置）（第６条、８条、９条関連）

・離島の特殊事情を反映した地方交付税の算定（算定基準の見直し）など、

離島であるがゆえの増加財政需要に対処しうる地方財政措置の拡充

※例：地方交付税算定に「海岸線延長」や「海域面積」を加える（湖

沼を抱える自治体の場合、湖沼面積を含めて算定）

2.防災機能の強化を図るための財政上の措置（第７条、附則第５条、附帯決議

８関連）

・海岸、道路、港湾、漁港等、離島の防災機能強化にかかる事業について、

国庫補助率の嵩上げによる事業実施体制の早期確立

・学校耐震化事業等における標準単価と実勢単価との乖離の解消

3.離島活性化交付金の拡充（第７条の２～４、附帯決議１、２関連）

・国の予算拡充（平成２５年度は１０億円）

・観光や留学支援、福祉など事業メニューを新たに追加、補助率（現行１／

２以内、民間主体の場合１／３以内）の嵩上げと対象期間（原則３年間）

の延長を図り、あわせて離島市町村の創意工夫を生かした自由度の高い提

案型事業実施を支援

・「離島戦略産品の移出に係る海上輸送費支援」の品目数（１市町村あたり３

品目に限定）と補助率など補助要件の拡充

4.医療サービスの拡充（第１０条、附則第７条関連）

・医療施設の充実（診療所･機材の更新、遠隔医療情報システム導入支援など）、

運営費に対する支援

・救急医療対策の充実（ドクターヘリ配備、海上保安庁・自衛隊ヘリ要請手

続きの簡素化、患者輸送車・輸送艇とヘリポート整備、飛行艇導入検討など）

・医師・看護師など医療従事者の確保（ドクターバンク、医師登録制度、代

替医師派遣制度の創設など）

・改正医療法にもとづき、「都道府県医療計画」における医師・病床確保への

適切な配慮の明記

・島外の医療サービスを受ける場合の本人･介添人への負担軽減措置

・所得税法における離島住民の医療費控除対象範囲の拡大（現行の交通費に

加え、宿泊費も）
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・健診･出産のために島外通院･入院が必要な妊婦への特別交付税措置等によ

る確実な支援の継続（特交措置ではなく、補助金化が望ましい）

5.介護など福祉サービスの拡充（第１０条の２関連）

・介護サービス事業所参入促進、施設整備、維持運営費などに対する財政支援

・有資格者による離島訪問サービスにかかる交通費などへの運賃補助

・介護従事者の確保･育成

・介護保険制度の充実･強化（介護報酬単価の嵩上げ措置など）

・島外の福祉、介護サービスを受ける場合の本人、介添人への負担軽減措置

6.離島航路・航空路等への支援強化（第１２条、附帯決議３関連）

・離島航路･航空路支援のための新たな法制整備の検討

※想定される主な支援措置：

①離島航路を「海の国道」として位置づけ、人流･物流を含めた

航路運賃の本土交通機関並み大幅引き下げ、航路補助金の増

額、就航船舶建改造支援など

②離島航空路線の維持確保、運航費補助･航空機購入費の増額、

着陸料･各種施設利用料・航空機燃料税の減免など

・離島地方バス路線の維持･存続に対する支援

7.情報インフラの確保（第１３条関連）

・光ファイバーなど高速通信網の整備に加え、維持管理に対する財政支援措

置の新設

・難視聴地域に対する支援措置（地上波デジタル放送難視聴対策、携帯電話

不感対策など）

8.定住促進のための産業振興･雇用創出（第１４条関連）

【農業の振興】

・経営所得安定対策（農業者個別所得補償制度）などの支援継続

・土地改良事業の実施要件見直し

・鳥獣被害･野生動物駆除の推進

【水産業の振興】

・水産業研究施設の整備（国による補助）

・離島漁業再生支援交付金などの支援継続
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・強い水産業づくり交付金の活用（密漁等の監視施設の設置・運営経費補助）

・漁船にかかる固定資産税の減免に対する地方交付税措置の創設（釧路市など

で実施）

【中小企業振興、民生施設整備、地域振興など】

・島資源の保全および離島地域の経済活性化を図るために、「しま特選」の実

施など、地域の実情に応じた振興策の充実

・東京都心部における「離島産品アンテナショップ（仮称）」の設置

・離島振興に資する専門的助言のできるアドバイザー養成と派遣システムの確立

・海中・海底資源の確保・開発の拠点整備（海洋深層水、天然ガス、メタン

ハイドレート、レアアースなど）

9.生活環境の整備（第１４条の３関連）

・定住促進住宅の整備、新規定住者に対する空き家再利用に対する支援制度

・老朽危険廃屋処理に対する支援制度

・買い物弱者に対する支援制度

・離島の上水道事業に対する財政支援措置（現行では簡易水道事業のみ補助制

度あり）

・廃棄物循環型社会基盤施設の整備費と維持管理費に対する財政支援措置

・生活廃棄物･し尿、廃船などの島外搬出費の負担軽減

・車検輸送費に対する支援制度

10.教育の確保･文化の継承（第１５条、１６条、附則第８条、附帯決議５関連）

・学校の維持･存続、教員の確保、改正標準法にもとづく高等学校教職員加配

措置の継続

・「離島高校生修学支援事業」（現行１人あたり年額２４万円）の継続と拡充

・学校教育における都市と離島のさらなる交流の強化

・国内・国外の児童生徒を対象とした「離島留学」への支援

・通信制教育における学習支援など、ＩＣＴを活用した教育環境の整備

・離島文化継承･発展

11.観光・地域間交流の促進（第１７条関連）

・自然体験･交流体験の実施

・観光客向け施設の整備
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・情報発信への支援

・島外との交流の活性化（離島出身者との交流など）

・クルーズ船の寄航誘致に向けた支援

12.自然環境の保全（第１７条の２関連）

・漂流･漂着物対策（収集・搬出経費支援など）の強化を図る支援の継続

13.自然エネルギーの活用、石油製品価格低廉化の促進（第１７条の３関連）

・海洋エネルギーを含む再生可能エネルギー（太陽光、太陽熱、風力、洋上

風力、地熱、バイオマス、波力、潮力、海洋温度差など）の利用導入･推進

支援

・「離島ガソリン流通コスト支援事業」（現行３１億円）の継続、支援油種の

拡大（灯油、軽油など）

14.防災対策の推進（第１７条の４関連）

・土砂災害危険箇所に対するハード整備率の改善

・防災･減災対策の強化に資するシステム構築などソフト面に対する支援の充実

・自然災害に脆弱な離島への常時観測体制の強化及び緊急避難体制の整備

・東日本大震災にかかる被災離島の復旧･復興対策の早期推進

15.離島特区制度の創設（第１８条、１８条の２、附帯決議６関連）

・離島の実情に合わせた各種規制緩和、税制･金融制度の特例措置など、離島

の自立的発展を支援する新たな特区法制整備の検討

※想定される主な特例措置：

①自然公園法、農地法、道路運送法、酒税法、補助金等適正化

法の特例など

②建築基準法などの諸基準について離島市町村条例を優先

16.離島振興にかかる新たな恒久財源の確保（附則第４条関連）

・離島振興施策の推進を図るため、たばこ税など新たな恒久財源の確保を検討

17.「離島振興成功事例」の共有事業の創設（附帯決議７関連）

・「島おこし」の成功事例に関する集約サイトの立ち上げなど、情報の共有化

による各離島振興の強化
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18.子育て･保育支援体制の確立

・人的配置の拡充、離島在住者の資格取得（保育士など）の負担軽減など

19.障がい者支援、障がい児教育体制の確立

・障害福祉サービス事業所参入促進、施設整備、維持運営費などに対する財

政支援

・障害福祉従事者の確保･育成

・障害児教育体制の強化

20.離島振興対策実施地域指定基準の緩和

・離島振興法未指定離島のうち、地元要望を踏まえた積極的な追加指定を検

討（香川県小豆島、愛媛県興居島など）

21.過疎地域自立促進特別措置法にもとづく過疎地域指定基準の緩和

・過疎地域の指定（現行は原則市町村単位）について、地域の実情に応じた

「（市町村域内の）一部地域指定」「集落単位指定」を可能とする仕組みの

検討


